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（単位：千円）

正味財産の部合計

国庫支出金
維持補修費 715 3,112 2,397 都支出金

26,258 466
13,828 19,382 5,554

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目

25,792

減価償却費

差額

行
政
費
用

給与関係費 67,355 74,988 7,633

行
政
収
入

地方税等 0 0 0
物件費

▲ 6,084 その他 977 1,000 23
不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 行政収入合計(a) 16,040 21,998 5,958

扶助費 0 0 0

「荒川区役所エコアクティブプラ
ン」に基づく

エコ助成利用件数（ZEH助成を
含む）

121 306 449 470 500

128 126 119 105
区施設温室効果ガス排出量
（百ｔ－CO2）

140

4年度 5年度

6,171

区全体の温室効果ガス排出量
（単位：千t- ＣＯ２eq）

669 ― ― 545

指標に関する説明
3年度 4年度 5年度

6年度
見込み

目標値
(8年度)

施策の成果とする指標名

498

6,079
区全体のエネルギー消費量
（単位：ＴＪ）

6,517

環境先進都市

07

施策名 温暖化対策の推進

地球環境を守るまちの実現

あなたは、節電やごみの減量など、地球環境に配慮した生活をしていると思いま
すか？

　世界的な課題である地球温暖化及び気候変動に対して、国や東京都の取組等を踏まえて定めた
区の地球温暖化対策推進条例や地球温暖化対策実行計画に基づき、区民・事業者・区が一体と
なってこれらの対策を講じ、ＣＯ2排出量を実質ゼロにする脱炭素社会の実現を目指す。

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
3年度 4年度 5年度

持続可能性 3.38 3.35 3.42

― ―

施策分析シート（令和6年度）

施策No 07-01
部課名 環境清掃部環境課
課長名 檀上

指標の推移

指標の推移

令和4～5年度は集計中

令和4～5年度は集計中

指標に関する質問文

内線 481

関連部課名 管理部経理課、防災都市づくり部土木管理課、教育委員会事務局教育施設課

行政評価
事業体系

分野

政策

Ⅳ

800 1,172 372

6,084 0

分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 46,908 66,888 19,980 使用料及び手数料 435 444 9

行政費用合計(b) 153,982 185,906 31,924 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 137,942 ▲ 163,908 ▲ 25,966
0

賞与・退職給与引当金繰入額 7,128 14,660 7,532 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 137,942 ▲ 163,908 ▲ 25,966
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0 0

貸
借
対
照
表

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目 4年度 5年度 差額
流
動
資
産

収入未済 0 0 0 流動負債 3,265

固
定
資
産

有形固定資産 265,981 265,981 0 賞与引当金 3,265 4,255

4,255 990
不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0 0 0

0

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 137,942 ▲ 163,908 ▲ 25,966

建物 279,385 222,322 ▲ 57,063 固定負債 37,429 41,519 4,090

その他の流動資産 0 0 0 特別区債 0 0 0
990

土地 265,981 265,981 0 その他の流動負債 0 0

工作物等減価償却累計額 ▲ 7,997 ▲ 7,997 0 その他の固定負債 0 0
無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 40,694 45,774 5,080

建物減価償却累計額 ▲ 279,385 ▲ 222,322 57,063 特別区債 0 0 0
工作物等 7,997 7,997 0 退職給与引当金 37,429 41,519 4,090

0

資産の部合計 268,811 283,745 14,934 負債及び正味財産の部合計 268,811 283,745 14,934

建設仮勘定 2,830 17,764 14,934 正味財産 228,117 237,971 9,854
その他の固定資産 0 0 0 228,117 237,971 9,854

財務諸表に関する特徴的事項等

○行政費用の補助費等が増加したのは、エコ助成や省エネ家電助成の実績増によるものである。
○行政収入の都支出金が増加したのは、省エネ家電助成に係る地方創生臨時交付金等によるものである。
○行政収入のその他は、東京都のみどり東京・温暖化防止プロジェクト助成金等である。
○貸借対照表に計上されている有形固定資産は、エコセンターに関するものである。



No2

重点的に推進 重点的に推進

　区は住民に最も身近な基幹自治体として、区民・事業者とともに
環境負荷軽減の取組を進め、地域環境と地球環境を守り育む責務が
ある。「環境先進都市」を目指す荒川区として本施策の重要性は高
い。

施策の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

現
状

今
後
の
方
向
性

○区では、令和3年6月に「ゼロカーボンシティ」を表明し、さらに令和4年度には「荒川区地球
温暖化対策実行計画」の改定や「荒川地球温暖化対策推進条例」の制定を行い、脱炭素社会の実
現に向けた実効性のある施策に取り組んでいる。
○令和4年度に改定した「荒川区地球温暖化対策実行計画」で定めた区全体のエネルギー消費量
の削減目標は、令和12年度までに平成25年度比で17％削減としている。また、区全体の温室効果
ガス排出量の削減目標は、令和12年度までに平成25年度比で47％削減としている。
○区全体のエネルギー消費量を部門別に見ると、家庭部門が約47％、業務部門（事務所等）が約
28%、運輸部門が約19％となっており、それぞれの数値は近年は減少傾向にある。また、消費量
全体の約半分を占める家庭部門の内訳を見ると、「照明、家電製品等」が約41％、「給湯」が約
39%となっている。
○区全体のこれまでの温室効果ガス排出量の推移については、平成23年度の東日本大震災の影響
で電力のＣＯ2排出係数が上昇したことに伴い、一時期排出量が増加したが、平成25年度以降は
減少傾向にある。

施策の現状・課題・今後の方向性

課
題

○脱炭素社会へ転換していくため、区民一人一人が正しい知識で省エネルギー行動に取り組むた
め、子どもから大人まで全ての世代に関心を持ってもらう必要がある。
○エネルギー消費量を部門別で見ると、家庭部門が全体の5割弱を占めており、日常生活の視点
における区民の省エネルギー行動への意識啓発が、さらに強く求められている。
○各家庭での省エネルギー行動をさらに推進するため、エシカル消費など新たな視点での啓発活
動に取り組む必要がある。
○住宅そのものの省エネ化を促進するため、既存住宅の省エネ性能の向上や新築住宅のZEH化に
関する支援に取り組む必要がある。
○区内事業所の多くが小規模な事業所であることから、建物・設備の省エネルギー化のための費
用負担の軽減や、省エネに関するノウハウの提供に取り組む必要がある。
○交通・インフラの省エネルギー化に向けては、公共交通機関や自転車を組み合わせた移動への
転換の促進と、電気自動車の普及・充電スポットの拡充が必要となる。
○温暖化対策の実施に際して、森林環境譲与税の活用も検討していく必要がある。

○日常生活の中で取り組める省エネルギー行動とその効果を、区民により分かりやすく周知する
とともに、省エネルギー機器等の導入を支援することで、省エネルギー型ライフスタイルへの転
換を促進する。あわせて、区内の新築住宅のＺＥＨ化が促進されるよう、国や都の支援策も踏ま
えながら、区独自の支援を行う
○次代の環境活動の担い手である子どもたちへの環境教育を充実させ、早期から環境意識の醸成
を図り、環境区民を育成していく。
○区内事業所のエネルギー使用の合理化につながる省エネルギー機器等の計画的な設備投資につ
いて支援を行うことで、より削減効果の高い省エネルギー型ビジネススタイルへの転換を促進す
る。
○サイクルポートの拡充などシェアサイク事業の利便性をより高めていくとともに、家庭用の蓄
電・充電設備等への支援の充実を図り、交通・インフラの省エネルギー化を推進していく。
○森林環境譲与税を活用して交流都市等と連携した森林整備・体験事業を実施することで、ＣＯ
2吸収対策とともに、区民の環境意識の向上にも繋げていく。



森林整備事業費 07-01-17

地球温暖化対策推進費 07-01-04

07-01-06

あらかわエコセンター管
理運営費

07-01-05

環境推進事業費

合　計

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

省エネ対策費 07-01-03

分類についての説明・意見等

7年度6年度

施策推進のた
めの分類

5年度4年度

決算額（千円）

5年度4年度

行政費用（千円）

推進

　住宅や事業所等への再生
可能エネルギー関連設備の
導入を推進することによ
り、地球温暖化防止やヒー
トアイランド対策を促進す
る必要があるため、推進す
る。

推進64,91948,31390,16265,221

35,308 29,929 5,051 2,920
重点的
に推進

重点的
に推進

　脱炭素型の社会の構築を
目指す事業であり、区民・
事業者・区が協働して取り
組むための荒川区地球温暖
化対策実行計画と、区の環
境負荷の軽減を率先して推
進するエコアクティブプラ
ンを重点的に推進する。

28,310 28,831 17,937 33,376 推進 推進

　区民・事業者・区（行
政）が協働して環境活動を
推進するための拠点となる
重要な施設であるため、推
進する。

25,144 16,201 4,944 4,774
重点的
に推進

重点的
に推進

　環境学習講座の実施や優
れた環境活動の表彰によ
り、区民の環境に対する理
解と意識の向上を図ること
ができ、将来の環境区民の
育成に資するものであるた
め、重点的に推進する。

0 20,784 － 5,202 推進 推進

　地球温暖化や自然共生等
の環境問題に対する区民意
識の向上と、森林整備を通
じたCO2吸収対策に資するも
のであるため推進する。

111,19176,245185,907153,983


